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 チーム医療に関する検討の経緯 

 これからの看護職に求められること 
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H21.5 第12回経済財政諮問会議 
・麻生元総理大臣が検討を指示 
「どの範囲の業務を、どういう条件で看護師に認めるか具体的に検討す
べし」 

H18.12 「規制改革・民間開放の推進に関する第３次答申」 

「医師、コメディカル、医療補助者の役割分担」 
「看護職の活躍の機会の拡大」の検討の必要性を指摘 

H21.5 財政制度等審議会財政制度分科会 財政構造改革部会 

医師不足対策における最優先の課題として 
「コメディカル（看護師、薬剤師等）の活用」等を提示 

H21.8 ～H22.3 
厚労省「チーム医療の推進に関する検討会」 
（3月報告書） 

H22.5～ 厚労省「チーム医療推進会議」 
2つのＷＧで検討 
⇒看護師特定能力認証制度骨子案提示（11月） 

民主党 INDEX2009     
・民主党の政策として提言 
「看護師等の業務範囲の拡大」 

社会保障審議会 医療部会（12月）  
・医療提供体制の改革に関する意見 
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政府等 厚生労働省 

政権交代 

 社会保障・税一体改革素案  
 ・チーム医療の推進 
多職種協働による質の高い医療を提供するため、高度な知
識・判断が必要な一定の行為を行う看護師の能力を認証する
仕組みの導入などをはじめとして、チーム医療を推進する。 
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Ⅲ.各分野における具体的な規制改革 
 ８ 医療分野 
（10）医師とコ・メディカルの間の実施可能業務の見直し 

チーム医療の重要性が増しており、医師、コ・メディカル間の業務分
担の柔軟化等によるチーム医療の推進や生産性の向上等が期待されて
いる。 

医師や看護師等の丌足からチーム医療実施のための人材確保が難しい
場合も指摘される等、その推進を難しくする状況も見受けられる。 

 

したがって、チーム医療等の医療提供の在り方に適合
するよう、医師、コ・メディカル、医療補助者の役割
分担の在り方を検討し、整理すべきである。 
また、諸外国の事例も参考に、看護職の教育の充実と
看護職の活躍の機会の拡大について検討し、必要な措
置を講ずべきである。 
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（財務省主計局提出資料抜粋）  

我が国においても、高度な看護技術を持つ看護
師として、日本看護協会が認証する看護職取得
後の認証制度が存在 
こうした認証の仕組みも活かしながら、        

高度な技術を有する看護師を積極的に養成しつ
つ、チーム医療の下、医療従事者間の役割分担
を進めることも検討すべきではないか 

財務省が、医師丌足対策の解決策として、 
医学部定員増の実効性確保のため、医療関係職種間の
役割分担の推進、医師の配置の適正化などを提示 

平成21年5月18日 
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（麻生議長）  

看護師の役割の拡大は、 
「経済危機克服のための有識者会合」や 
「社会保障国民会議」の提言でもある。 
厚生労働省において、専門家を集め、日本の 
実情に即して、どの範囲の業務を、どういう

条件で看護師に認めるか、具体的に検討して
いただきたい。 

当時の麻生内閣総理大臣が、 
看護師の役割の拡大についての検討を指示 

平成21年5月19日（議事要旨抜粋） 
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趣旨                           

チーム医療を推進するため、厚生労働大臣の下に有識者で構
成される検討会 を開催し、日本の実情に即した医師と看護師
等との協働・連携のあり方等について検討を行う 

 検討課題 
○医師、看護師等の役割分担について 
○看護師等の専門性の向上について 等 

 
開催状況 

第1回～第8回（平成21年8月28日～12月21日）：ヒアリング 
第9回（平成22年1月21日）   ：論点整理 
第10回（平成22年2月18日）：各論点に対する具体的方策の
検討★特定看護師（仮称）が示される 

第11回（平成22年3月19日）：報告書取りまとめ 
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チーム医療の推進に関する検討会での議論① 

海辺陽子氏（がんと共に生きる会副理事長） 
「やはり患者の側では、安心して医療を受けたいというのがありますので、そ
ういうことはきちんとした資格を持っている方が、ちゃんと法も改正した上で
やるということがいちばん望ましいのではないかと思います。」 

いわゆるグレーゾーンの医行為の実施は、 
法的な資格により質を担保し、患者の安全を守るべき 
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真田弘美氏（東京大学大学院教授 老年看護学/創傷看護学分野） 
「例えば、患者さんの所に行って下痢をしている。そして、壊死組織に便がこ
びりついているというときに、そのまま蓋をできるかと言ったら、できるはず
がないのです。ですから、医師の指示がなくても、そこははさみで取り除くと
いうことになりますが、そのときのエクスキューズとして、血が出ないものは
垢だからと思うような意識、自分の中で何らかの言い訳をしながらやっている。
後ろめたい気持ちだと私は思っています。」 

 

いわゆるグレーゾーンの医行為について、 
看護師は不安を抱えながら行っている現状がある 
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チーム医療の推進に関する検討会での議論② 

田林晄一氏（胸部外科学会理事長） 

「・・・、保助看法では診療の補助というところが非常に曖昧な表現になってい
ます。そこのところの切り口をどうするかというところは、こういう検討会を通
して最終的には拡大ということをお願いしたいのですが、そこはお互いの意見交
換が必要ですし、当然拡大していく方向性というのは必要ではないかと私は思い
ます。」 

当然、看護師の役割を拡大していく方向性が必要 

太田秀樹氏（医療法人アスムス理事長） 

「・・・、ケアとキュアとを考えると、キュアの医療においては医師中心で全く
問題はないと思うのです。ただ、ケアの領域に入って、さらに看取りというよう
な場面になってくると、チームの中心にナースがいていいと私は思うのです。 
在宅に限らず、適切な医療というのは場所を選ばないわけですから、治癒が期待
できるキュラティブな医療に関しては医者が中心になるにしても、治せなくて看
取りまでいってしまうところはナースが中心になる。つまり、そういうふうに役
割が多少違うという認識を持っていいのではないかと思うのです。」 
 

看取りなどでは看護師がチームの中心になるべき 
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チーム医療は我が国の医療を変え得るキーワード 

より質の高い医療を実現するためには、医療スタッフの専門性を
高め、その専門性に委ねつつも、これをチーム医療を通じて再統
合していく必要がある 
①各医療スタッフの専門性の向上、                  
②各医療スタッフの役割の拡大、                    
③医療スタッフ間の連携・補完の推進、という方向を基本とする 

 
看護師は「チーム医療のキーパーソン」 
基本方針： 
① 看護師が自律的に判断できる機会を拡大するとともに 
② 看護師が実施し得る行為の範囲を拡大する  

基本的な考え方 

 医療に従事する多種多様な医療スタッフが、各々の高い専門性を前提
に、目的と情報を共有し、業務を分担しつつも互いに連携・補完し合い、
患者の状況に的確に対応した医療を提供すること 

チーム医療とは 

看護師の役割の拡大 
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 細田 満和子氏著 
 「チーム医療」の理念と現実 
―看護に生かす医療社会学からのアプローチ 
日本看護協会出版会 (2003年)  

公益社団法人 日本看護協会 10 



 患者はチーム医療はおこなわれていると 
思っている 

オピー：                                                  
異なる知識を持つ同士の「討議」が条件。 
それぞれの見方の差異が発見され、それを
埋めていこうとすることが最適な医療を提
供する基盤になる 

インフォーマルに伝達するところが重要 
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チーム医療の考え方に基づき、看護職以外
の職種について、業務範囲の拡大が行われ
ている。 

■理学療法士・作業療法士・言語聴覚士 

■臨床工学技士 

■介護福祉士等 
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厚労省「チーム医療の推進に関する検討会報告書」において提
言のあった具体的方策の実現に向けて検討 

 詳細な検討を行うためにWGを設置 

厚労省「チーム医療推進会議」（平成22年5月～） 

検討課題： 
• チーム医療の取組の指針となるガ
イドラインの策定 

• 上記ガイドラインを活用したチー
ム医療の普及・推進のための方策 

• 各医療スタッフの業務範囲・役割
について、さらなる見直しを適時
検討するための仕組みの在り方、
等 

検討課題： 
• 看護師の業務範囲 

• 「特定の医行為」の範囲 
• 特定看護師（仮称）の要件 
• 養成課程の認定基準、等 
※看護業務実態調査（H22.8）や特定看護師（仮

称）養成調査試行事業（H22～）、特定看護師（仮

称）業務試行事業（H23～）を実施し、結果を踏ま

えて検討中 

チーム医療推進方策検討WG 
チーム医療推進のための 

看護業務検討WG 
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はじめに 

１．チーム医療を推進するための基本的な考え方 

２．急性期・救急医療の場面におけるチーム医療 

３．回復期・慢性期医療の場面におけるチーム医療 

４．在宅医療の場面におけるチーム医療 

５．医科・歯科の連携 

６．特定の診療領域等におけるチーム医療  

７．医療スタッフの業務の効率化・業務負担の軽減  

終わりに 

チーム医療の評価方法について 

実践的事例集 
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○ チーム医療を推進する目的は、専門職種の積極的な活用、

多職種間協働を図ること等により医療の質を高めるとともに、
効率的な医療サービスを提供することにある。医療の質的な
改善を図るためには、①コミュニケーション、②情報の共有
化、③チームマネジメントの３つの視点が重要であり、効率
的な医療サービスを提供するためには、①情報の共有、②業
務の標準化が必要である。 

○ チームアプローチの質を向上するためには、互いに他の職

種を尊重し、明確な目標に向かってそれぞれの見地から評価
を行い、専門的技術を効率良く提供することが重要である。
そのためには、カンファレンスを充実させることが必要であ
り、カンファレンスが単なる情報交換の場ではなく議論・調
整の場であることを認識することが重要である。 
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２.評価の視点 

 チーム医療の評価に当たっては、例えば以下の４つの視点を考慮することが考
えられる。 
 

① 医療の質  例）治療効果、合併症減少、医療安全向上 等 

② 患者の視点 例）早期社会復帰、治療への理解、患者満足度 等 

③ 医療スタッフの視点  

       例）労働生産性の向上、負担軽減効果、スタッフの満足度 等 

④ 経済的視点 例）労働生産性向上、費用対効果（増収・コスト削減効果） 等 
 

３.評価方法 

 チーム医療の評価に当たっては、客観的・定量的なアウトカム評価が望ましい
が、アウトカムについては評価困難な内容も多いことから、プロセス評価やスト
ラクチャー評価も併用することが必要である。 
 

① アウトカム評価 例）平均在院日数短縮、合併症減少、コスト減少 等 

② プロセス評価  例）推奨される治療の実践割合 等 

③ ストラクチャー評価 例）専門職種の配置、電子カルテ等の導入の有無 等 

厚生労働省：「チーム医療推進のための基本的な考え方と実践的事例集」（平成23年6月） 
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 保健師助産師看護師法を改正し、
「特定行為」「特定行為の実施」等
について、規定する 
 

 特定行為 
臨床に係る実践的かつ高度な理解力、
思考力、判断力その他の能力をもっ
て行わなければ衛生上危害を生ずる
恐れのある行為 

20 公益社団法人 日本看護協会 



以下のいずれかの場合に限り、特定行為が実施可能 

（１）厚生労働大臣から能力の認証を受けた看
護師が、能力認証の範囲に応じた特定行為に
ついて、医師の指示を受けて実施する場合 
＊この指示は包括的指示で足りる 

（２）看護師が、特定行為を実施しても衛生上
危害を生ずるおそれのない業務実施体制で、
医師の具体的な指示を受けて実施する場合 
＊講習・研修や、マニュアルの整備、能力評価の基
準作成、安全管理体制の整備 等 
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厚生労働大臣は、以下の要件を満たす看
護師に対し、特定能力認証証を交付する 

①看護師の免許を有する  

②実務経験5年以上であること 

③厚生労働大臣の指定を受けたカリキュラムを
修了すること 

④厚生労働大臣の実施する試験に合格すること 
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（１）認証の方法等 

 以下の要件を満たした看護師は、その専門的な能力について

厚生労働大臣の認証を受ける。 

①看護師の免許を有する   

②実務経験5年以上であること（③のカリキュラムの修業開

始前） 

③厚生労働大臣の指定を受けたカリキュラムを修了すること 

④厚生労働大臣の実施する試験に合格すること 

 2年カリキュラム修了の能力認証と8か月程度のカリキュラム

修了の能力認証を設ける 

 「特定能力認証証」（仮称）を着用 

 試験及び認証の実施事務は厚生労働大臣が指定する 

第三者機関に委託 

制度の骨子案 
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• 新たな制度の実現には、専門的な能力を確保することが最重

要 

• 教育体制の整備や専門的な能力の確認システムの構築が必要

丌可欠 

 ⇒このような観点から、 

カリキュラムや試験の内容・方法 

「特定行為」の内容 

専門看護師・認定看護師が、認証を受けるための要件、 

等の具体的な検討を進める 

引き続き検討を要する論
点 
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「保健師助産師看護師法」 
昭和23年7月30日 
 
その後 
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科学性とは 


